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生と生涯学習のための力」として，①Thinking（思考力），②Using Language, Symbols and Text
（言語，記号などの活用力），③Managing Self（自己管理力），④Relating to Others（他者と
の関わり力）及び⑤Participating and Contributing（参加・貢献力）が，そしてオーストラリ
アでは，汎用的能力として①Literacy（リテラシー），②Numeracy（ニューメラシー），③ICT 
Competence（ICT能力），④Critical and Creative Thinking（批判的・創造的思考力)，⑤Ethical 













































(1) W.Parker, A.Ninomiya, J.Cogan (1999). “Educating World Citizens: Toward 
Multinational Curriculum Development.“ American Educational Research Journal, 
Summer, Vol.36, No.2, pp.117-145. 
 










資質・能力－重視する資質・能力に焦点を当てて－』平成 25 年）。 
本プロジェクト研究では，それらの蓄積を踏まえ，中央教育審議会教育課程企画特別部
会「論点整理」（平成 27 年 8 月：以下「論点整理」）において資質・能力の育成に向けた学
習活動の充実が提言されたことに着目し，諸外国の教育課程における学習・指導方法や学
習活動の示し方に関する調査を実施した。 







欧州 4 か国：イギリス（イングランド），フィンランド，フランス，ドイツ 
北米 2 か国：カナダ，アメリカ合衆国－ 
オセアニア 2 か国：オーストラリア，ニュージーランド 










成 22～25 年度）以降では，諸外国の教育課程の動向に関して下記の報告書を刊行している。 
■「教育課程の編成に関する基礎的研究」（平成 22～25 年度） 
 報告書 1 諸外国における教育課程の基準と学習評価（平成 21 年度） 
 報告書 2 諸外国における教育課程編成の基準（平成 22 年度） 
 報告書 4 諸外国における教育課程の基準－近年の動向を踏まえて－（平成 24 年度） 
 報告書 6 諸外国の教育課程と資質・能力－重視する資質･能力に焦点を当てて－ 
（平成 25 年度） 





価の一体的検討－」（平成 26～28 年度：本プロジェクト） 
研究資料 諸外国の教育課程と学習活動 
報告書 2 諸外国の教育課程と学習活動（本書） 
































































































 I. 一覧表（諸外国の教育課程と学習活動 
  各国の現状を一覧して比較できるよう，調査項目別に簡略化して一覧表で示している。 
II. 諸外国の教育課程と学習活動（各国編） 
  各国の教育課程と学習活動について，調査項目に従って詳述している。 
 III. 国別比較表 
  各国別に，教育課程と学習活動，授業実践事例（社会，理科）について示している。 
 
各章で扱っている国は以下の通りである。 
国名 I.一覧表 II.各国編 
III. 国別比較表 
教育課程 理科 社会 
イギリス ○ ○ ○ ○ ○ 
フィンランド ○ ○ ○   
フランス ○ ○ ○ ○  
ドイツ ○ ○ ○ ○ ○ 
アメリカ合衆国 ○ ○ ○ ○ ○ 
オーストラリア ○ ○ ○ ○  
ニュージーランド ○ ○ ○   
シンガポール ○ ○ ○ ○  
韓国 ○ ○ ○ ○  
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国 名 イギリス フィンランド フランス ドイツ カナダ 
4. 学習・指導方法や学習活動の示し方 
(1)教育課
程 の 基 準






















































































な 取 組 や
新 た な 
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国 名 イギリス フィンランド フランス ドイツ カナダ 
6. 学 習 評 価  
(1)基準等 
における 
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(1) “How is the national curriculum changing?”（2014,1 September）BBC News 
http://www.bbc.com/news/education-28989714 
(2) 2012 年学校情報（イングランド）（修正）規則 
(3) 教員組合と教育技能省（当時）による全国協定により 2005年9月から実施されている。 
【引用・参考文献】 
・British Educational Suppliers Association: ICT use in schools 1991-2015, BESA, January 2015 
                             （新井浅浩）
































































































































































・Opetushallitus. (2014). Perusopetuksen opetussuunnitelman perusteet 2014. 
・Opetushallitus. (2015). Lukion opetussuunnitelman perusteet 2015. 
 
（渡邊あや） 


























2006 年に制定された現行の「共通基礎」（正式名称は，「共通基礎知識技能 socle commun 




2015 年 3 月改訂の新「共通基礎」（2016 年度実施）（正式名称は，「共通基礎知識技能教










2013 年教育基本法（通称ペイヨン法）に基づき，2015 年 3 月に「共通基礎」が改訂され
た。 
改訂「共通基礎」の 2016 年度実施に向けて，幼稚園，小学校，中学校の教育課程基準が
改訂された。幼稚園では，2015 年 2 月に教育課程基準が改訂され，2015 年度（9 月開始）
に実施された。小中学校では，2015 年 11 月に教育課程基準が改訂され，2016 年度に実施
されることとなった。 
新教育課程基準の実施に先立ち，2015 年度から，道徳教育の強化に向けて，小学校から
高校までの全課程に「道徳公民（enseignement moral et civique）」科が導入された。 
今回，小中連携の強化に向け，学習期（cycle）の編成が改められた。従来，学習期は，
幼小連携を重視し，「初歩学習期」（幼稚園年少・年中），「基礎学習期」（幼稚園年長，小 1・
小 2），「深化学習期」（小 3～5），「適応期」（中 1），「中間期」（中 2・3），「進路指導期」（中
4）に編成されていた。今回，これを，「初歩学習期（第 1 学習期）」（幼稚園），「基礎学習
期（第 2 学習期）」（小 1～3），「定着学習期（第 3 学習期）」（小 4・小 5・中 1），「深化学習




























































































・文部科学省『諸外国の教育改革の動向――6 か国における 21 世紀の新たな潮流を読む』
ぎょうせい，2010年。 
・文部科学省『諸外国の教育動向 2013 年度版』明石書店，2014 年。 
・文部科学省『諸外国の教育動向 2014 年度版』明石書店，2015 年。 
・Ministère de l’éducation nationale, de l’enseignement supérieur et de la recherche, Bulletin 
officiel de l’éducation nationale, spécial n°2 du 26 mars 2015 (Programme d'enseignement de 
l'école maternelle). 
・Ministère de l’éducation nationale, de l’enseignement supérieur et de la recherche, Évaluation des 
élèves du CP à la 3e : Un livret scolaire plus simple, un brevet plus complet, Dossier de presse 
du 30 mars 2015.  
・Ministère de l’éducation nationale, de l’enseignement supérieur et de la recherche, Bulletin 
officiel de l’éducation nationale, spécial n°11 du 26 novembre 2015 (Programmes 
d'enseignement du cycle des apprentissages fondamentaux (cycle 2), du cycle de consolidation 
(cycle 3) et du cycle des approfondissements (cycle 4)). 
 
（上原秀一） 






近年の教育改革は，2000 年前後の TIMSS 調査及び PISA 調査の結果から始まっている。
各国比較において，ドイツの学力水準は高くないことが明らかとなり，KMK（常設各州文部
大臣会議）や各州は教育改革が迫られた。2001 年の「PISAショック」の後，KMKは，2003






を規定する傾向が強くなっている。教育内容の規定が 2 学年まとめる等大綱化しつつある。 



















ポンメルン州，ブレーメン市は，初めて 4州共同の基礎学校学習指導要領を 2004 年に作成
した。この学習指導要領は，学習時間の 60％が必修的内容に，40％が開発的及び発展的内
容並びに個人の学習過程を確実にするために利用されるようになっている(1)。 








































3/4 年，英語 3/4 年……），7）時間割と学習指導要領の参考資料。 
 基本的な能力や教科指導計画は，2 年ごとにまとめて提示されている。教科の教授計画
の構成を「郷土及び事実教授（3/4 学年）」を例にみてみよう。学習領域は，「民主主義と




















































ブルク州は，行政規則「Verwaltungsvorschriften zur Leistungsbewertung in den Schulen des 




















(1) Ministerium für Bildung, Jugend und Sport des Landes Brandenburg, Senatsverwaltung für 
Bildung, Jugend und Sport Berlin, Senator für Bildung und Wissenschaft Bremen, Ministerium 
für Bildung, Wissenschaft und Kultur Mecklenburg-Vorpommern (2004) Rahmenlehrplan 
Grundschule. Deutsch. Wissenschaft und Technik Verlag. Berlin. 1.5.Inhalte 参照。 
(2) Ministerium für Kultus, Jugend und Sport Baden-Württemberg (2015) Bildungsplan 2016 

































で構成される「学習スキルと学習習慣（Learning Skills and Work Habits）」が提示されてい
































































































































・Education Improvement Commission (2010) School Improvement Planning: A Handbook for 
Principals, Teachers and School Councils.  
Retrieved at https://www.edu.gov.on.ca/eng/document/reports/sihande.pdf 
・Ontario Ministry of Education (2010) Growing Success: Assessment, Evaluation and Reporting in 
Ontario Schools. First Edition ,Covering Grades 1 to 12. .  
Retrieved at http://www.edu.gov.on.ca/eng/policyfunding/growSuccess.pdf 
・Ontario Ministry of Education (2013) School Effectiveness Framework: A support for school 
improvement and student success.  
Retrieved at http://www.edu.gov.on.ca/eng/literacynumeracy/SEF2013.pdf 
・Ontario Ministry of Education, Ontario Curriculum,   
Retrieved at http://www.edu.gov.on.ca/eng/teachers/curriculum.html 
・Ontario Public School Boards Association (2013) A Vision for Learning and Teaching in a Digital 
Age. Retrieved at http://www.opsba.org/files/OPSBA_AVisionForLearning.pdf 
（下村 智子） 

















 これは 2009 年 3 月 10日に，大統領に就任して間もないバラク・オバマ（Barack Obama）
が述べたものである。以後，州をまたいだ教育スタンダードとなる「共通コア州スタンダ
ード（Common Core State Standards: CCSS）」の開発が全米州知事協会（National Governors 
Association: NGA）と全米州教育長協議会（Council of Chief State School Officers: CCSSO）
の主導で行われ，以後，そのスタンダードに基づいた新たな評価方法の開発も進められた。
それは国レベルでのパフォーマンス評価に向けた取組と見ることもできる。 
 しかし，2015 年 12 月に制定された初等中等教育法改定法「すべての生徒が成功する法
























2002 年に制定された初等中等教育法改定法「どの子も置き去りにしない法（No Child Left 













 同様の動きは理科についてもあり，2013 年に「次世代科学スタンダード（Next Generation 









































共通コア州スタンダードに準じる形で，評価に関しては Partnership for Assessment of 



























された。しかし，2014-2015 年度に PARCC の評価を利用したのが 11州，SBAC の評価を利用
したのが 18州のみで，少なくとも 21州，生徒数で半数以上が PARCC と SBAC どちらの評価









を整備している。これは連邦教育省による NCLB法遂行義務免除（Elementary and Secondary 
Education Act Flexibility Waiver）政策によるところもあるが，それにとどまらない州独自の
アプローチも見られる。 













重層的展開」（田中耕治編『グローバル化時代の教育評価改革』日本標準，2016 年，第 1 章第
2節）を参照のこと。 
（遠藤貴広）
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 ３．資質・能力と学習内容との関連 






























































 七つの汎用的能力のうち，リテラシ （ー作文も含む），ニューメラシーについては NAPLAN 






























された。前者のオーストラリア教職・スクールリーダーシップ機関（Australian Institute for 
















































れておらず，各学校が NZC を基に学校カリキュラムを作成する。ただし NZCは「枠組み」
でしかない。 
1993 年版 NZC が「学習領域」（七領域）と「修得すべき能力」（八つ）を提示していたの









シーとは，①思考力（Thinking），②言語・記号・テキストの活用（Using language, symbols, 
and texts），③自己管理（Managing self），④他者と協調する能力（Relating to others），⑤参
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 （3）資質・能力育成をめぐる近年の動向 






NZCでは「学習領域ごとの達成目標」（Ministry of Education 2007b）として，八つの学習















































教員指導環境調査（TALIS）でも示されており，第 7 学年から第 10学年(2)の教員の 5割以
上が，自身の生徒が高い ICT スキルを有していると回答している（Ministry of Education, 




ての教員にノート PC を配布する政策が展開され，また 2015 年 12 月には教育省がマイクロ
ソフト社と向こう 3 年間の最新コンピューターソフトウェアの提供に関する合意を結ぶな














































(1)「四つの原則」：Empowerment，Holistic Development，Family and Community，
Relationships。 
「五つの要素」：Well-being，Contribution，Exploration，Belongings，Communication。 
(2) NZでは 6～16歳が義務教育期間であり，初等教育段階が第 1 学年～第 8 学年の 8 年間，
中等教育段階が第 9 学年～第 13 学年の 5 年間とするのが一般的である。 
(3)http://www.education.govt.nz/news/schools-to-get-latest-pc-software/（2016 年 1 月 24 日最終
確認） 
(4) OTJについては，例えば Kerry Mitchell & Jenny Poskitt (2010) How do teachers make 
overall teacher judgments (OTJs) and how are they supported to make sound and accurate 
OTJs?, Massey University (Prepared for NZARE Conference, Auckland) 等。 
 
【引用・参考文献】 
・Ministry of Education (1996) Te Whàriki, Wellington, Learning Media Limited. 
・Ministry of Education (2007a) The New Zealand Curriculum, Wellington, New Zealand 
Government. 
・Ministry of Education (2007b) Achievement Objectives by Learning Area, Wellington, New 
Zealand Government. 
・Ministry of Education (2011) Ministry of Education Position Paper: Assessment [Schooling 
Sector], Wellington, Learning Media Limited. 
・Ministry of Education (2015) How dose New Zealand’s education system compare? -OECD’s 
Education at a Glance 2015-, Wellington, New Zealand Government. 
（福本みちよ） 










ことになった(Stewart, 2011)。1997 年に第 2 代首相ゴー・チョクトン(Goh Chok Tong)は
「思考する学校，学ぶ国家(Thinking School, Learning Nation: TSLN)」の演説で，創造的思
考スキル，生涯学習への意欲，国家への関与等を育てる学校システム，及び，社会のあら
ゆるレベルで創造や革新を生み出す国家の形成をめざすという新しい教育ビジョンを打ち









年 3 月に発表された「カリキュラム 2015」（C2015）において，「21世紀型コンピテンシー









おり，その内容は 2014 年の見直しを経て，以下のような内容となっている。 
・中核価値(core values)：尊敬，責任，誠実，ケア，ねばり強さ，調和 
・社会的情動的コンピテンシー（social and emotional competencies）：自己意識，自己管
理，社会的意識，関係管理，責任ある意志決定 
・21世紀型コンピテンシー（competencies for the 21st century)：公民的リテラシー，グロ
ーバル意識，文化横断的スキル，批判的・創造的思考，コミュニケーション・協働・










































でカリキュラムを開発し推進していけるように，”Student development team” を学校内に
組織することとされている。また，このチームの中核となる教員を養成するワークショッ
















庭と連携して様々な体験活動を行う Values in Actionが展開されている。 
 
（2）資質・能力の育成に向けた授業改善として重視している学習活動 





























































・Deng, Zongyi, S, Gopinathan, Lee, Christine Kim-Eng (Eds.) (2013). Globalization and the 
Singapore Curriculum, Springer Singapore. 
・SAIL (2004). Benefits of the SAIL Approach. A Monograph published by The Ministry of 
Singapore, Singapore. 
・Vivien Stewart (2011) Singapore: A Journey to the Top, Step by Step, In Marc S. Tucker (Eds.) 
Surpassing Shanghai: An Agenda for American Education Built on the World’s Leading Systems, 
Harvard Education Press. 
（松尾知明・西野真由美） 





























































































































































 全ての学校に，コンピュータなど ICT 機器やインターネットが整備されている。コンピ










員 1 人当たりのコンピュータ数は，全ての学校段階で平均 1.4台となっている。 
 また，デジタル教科書の開発が進められている。デジタル教科書を使った授業運営は主
に研究校で行われており，2014 年度は 163校（小学校 81校，中学校 82校）で，小学校第
3～4 学年及び中学校第 1 学年の「社会」と「科学」などのデジタル教科書が活用されてい















































 また，国は，全ての中学校 3 年生と高校 2 年生を対象に，全国学習到達度調査を実施し
ている。従来は抽出調査であったが，生徒一人一人に合った学習支援を実現するため，2008
















・韓国教育開発院「2015 年度学校評価指標ガイドブック」2014 年。 
・韓国教育学術情報院『2014 年教育情報化白書』2014 年。 
・教育改革委員会『世界化・情報化時代を主導する新教育体制樹立のための教育改革方案』1995 年。 
・教育科学技術部「2009 年改訂教育課程」2009 年。 
・教育部「2015 年改訂教育課程」2015 年。 
・教育部「2013 年デジタル教科書開発及び適用方案」2013 年。 
・教育部報道資料 2015 年 9 月 23日。 
・教育部「生徒の夢と才能を育む幸福教育を実現する中学校自由学期制施行計画」2015 年。 
・ソウル市教育研修院「2014 年研修運営総合計画」2014 年。 
・ソウル市教育庁「ソウル市小学校教育課程編成・運営指針」2012 年。 
・文部科学省『諸外国の教育動向 2009 年度版』明石書店，2010 年。 
・文部科学省『諸外国の初等中等教育』明石書店，2016 年 3 月刊行予定。 
（松本麻人）





































表 2：自由学期制における「韓国語」の評価基準の例（ソウル市内 A中学） 
































































過去 20 年来，スキルの育成を重視していた。今次の NC は，スキ
ルは各教科内容と結び付けた形で示している。 
4. 学習・指導方法や学習活動の示し方 
(1) 教 育 課 程 の 基 準 に











労働党政権時（～2010 年）は，中央政府が NC に対応した学習計
画として各教科各単元の学習活動を例示していたが現在は行っ
ていない。各教科専門団体，教科書・教材会社，試験団体による。































































・歴史のナショナル・カリキュラムは KS1 から KS3 までを規定している。
・2013 年に改訂された歴史科のナショナル・カリキュラムは，旧版と比
べ，歴史的な内容に関する具体的な規定が明示され，分量も増加した。






















・2014 年に示された GCSE subject content からは，比較的短期間の歴史を


























(2)授業の情報 ・2013 年 3 月 15日，第 9 学年（KS3） 
・テーマ“Hitler Rise to Power －From Democracy to Dictatorship” 
・授業者：Ms. Karen Kingston 
（Our Lady Queen of Peace Catholic Engineering College School） 



























































































































観察日：2013 年 12 月 4日 学年：KS4(Year11)   生徒数：19 名  
単元名：化学反応におけるエネルギー変化  活動の形態：グループ（班）で













































注：上述した新ナショナル・カリキュラムは 2014 年 9 月から KS や教科ごとに段階的に実施されており，現在は移行期間中である。
KS4 科学は 2016 年 9 月より年次進行で実施される。したがって，授業事例は現行版に基づくものである。








































(1) 教 育 課 程 の 基 準 に


















































































































・2013 年教育基本法（通称ペイヨン法）に基づき，2015 年 3 月
に「共通基礎」が改訂された。 
・改訂「共通基礎」の 2016 年度実施に向けて学習指導要領の改




稚園），第 2 学習期（小 1～3），第 3 学習期（小 4・小 5・中 1），















(1) 教 育 課 程 の 基 準 に



































(2) 資質・能力に関する評価 国民教育省が共通基礎に準拠した通知表の様式を定めている。 
7. 教育課程の編成や評価・改善 









































ムは，知識とコンピテンス及び文化の共通の基礎（Socle commun de 
connaissances de competences et de culture）に基づいて作られている。 
【知識とコンピテンス及び文化の共通の基礎】 
・この知識とコンピテンス及び文化の共通の基礎（以下共通の基礎と





領域 1 思考とコミュニケーションのための言語 
領域 2 学習の方法とツール 
領域 3 人格・市民教育 
領域 4 自然システムと技術システム 
領域 5 世界の表現と人間の活動 






















































団である La main à la pâte から提供された授業計画である。 
学年：主に 6 学年    単元名：火星への旅    単元計画：全 9時間 
出典：La main à la pâteによるクラスアクティビティ  
URL: http://www.fondation-lamap.org/fr/page/19931/une-annee-en-6e-eist-un-voyage-vers-mars 








物理—化学 地球・生命科学 技術 













































































(1) 教 育 課 程 の 基 準 に







いるか   
州文部省や州教育研究所，大学等。特定の方法ではなく，複数を
推奨する形が多い。 



















































































































(2)授業の情報 ・2013 年 12 月 9日，第 5 学年 
・授業の目標：古代エジプトの書記官としての生活の自主的な評価 









































教育学会編『社会系教科教育学研究』第 27 号，2015 年，pp.11-20）に詳しい。 






















































































































































































(1) 教 育 課 程 の 基 準 に




































(2) 資質・能力に関する評価 ・オンタリオ州では，経過報告書（Progress Report Card）と成績








































































































































・マインズオン：Minds On (Elicit, Engage) 
クラス全体：光の屈折の観察，小グループ：光学機器の探索 
・行動 Action! (Explore, Explain)  
クラス全体：学習課題を確認する，クラス全体/個人：手順を読む，ペア/小
グループ/クラス全体：レンズを使った実験 


































































(1) 教 育 課 程 の 基 準 に











































































for the Next 
Generation: The 



















































く」の 7，「話す・聞く」の 1，「言語」の 6 に示されたリテテラシー
と関連付けられ，C3 フレームワークと CCSS で共有されている言葉と
して「分析」「議論」「証拠」「問い」が挙げられている。 
・「❸資料の評価と証拠の使用」では，CCSS の「読む」の 1～10，「書




「書く」の 1～8，「話す・聞く」の 1～6 に示されたリテラシーと関





















の 1，「話す・聞く」の 1，歴史学「ⓝ歴史的資料・証拠」に関連。 
(2)授業の情報 ・カリフォルニア州， 2012 年 9 月 10日，第 11 学年 
・テーマ“Battle of Lexington”（レキシントンの戦い） 
・授業者：Ms. Valerie Ziegler （Abraham Lincoln High School） 
（2010 年カリフォルニア州 Teacher of the year 及び History teacher of the year）
（カリフォルニア州における CCSS の導入は 2014 年秋からであり，ここに示す授業は直接
CCSS を念頭において実施されたものではないが，資質能力育成の好事例として示す。授







































































































・パフォーマンス期待値(PEs)と DCIs, SEPs, CCsの三次元との関連を強く
意識した授業実践を立案･実施し，望ましい資質･能力を獲得した証拠(評価
データ)を基に教師が成果説明できるようにする。 




 (SEP)調査の計画･実施, (CC)安定と変化, (DCI) PS2.A力と運動 
(2)授業の情報 
 
［指導案出典：Wayne Country Regional Educational Service Agency(ミシガン州)］ 中
学校第 8学年 「力と運動：ニュートンの第二法則」の指導案   
単元展開：(5E教授ﾓﾃﾞﾙ) 
Engage:問い「一定に不均衡な力のかかる物体は等速で動くか」への回答紹介：15 分間 
Explore:検証実験(ゴム発射台・ボール転がし)の実施と討議：実験 40 分間＋討論 20 分間 
Explain:ビデオ，読書と自己チェック実践，問題を解く実践：50 分間×2 時間 





























































































(1) 教 育 課 程 の 基 準 に






























































改革を断行，併せて特に ICT教材充実のため ESAの整備も実施 




























・オーストラリア・カリキュラム（Australian Curriculum，以下 AC と示
す）は，学問分野の知識，スキルと理解（disciplinary knowledge, skills and 
understanding ）， 汎 用 的 能 力 ， 学 際 的 カ リ キ ュ ラ ム 優 先 事 項
(cross-curriculum priorities)を中心とした三次元で設定される。 
・科学は，AC において八つの学習領域の一つとして位置付けられており，
基礎から第 10 学年のオーストラリア・カリキュラム科学（Foundation to 
Year 10 Australian Curriculum：Science，以下 AC 科学と示す）と後期中等
のオーストラリア・カリキュラム科学で構成されている。本稿では前者


















































学校名：オーストラリア理数学校（The Australian Science and Mathematics 
School），南オーストラリア州 
授業者：Mr.A.S. 学習領域：科学 内容：X線と自分や社会との関連  






























注：「指導とスクールリーダーシップ機構（Australian Institute for Teaching and School Leadership: AITSL）」





出典：The Australian Institute for Teaching and School Leadership (AITSL) Illustrations of Practice 
(http://www.aitsl.edu.au/australian-professional-standards-for-teachers/illustrations-of-practice/find-by-career
-stage)（2016 年 1 月閲覧） 
謝辞：AITSL の「実践例」は 2016 年 12 月 31 日まで教育目的に限って利用が認められている。こ
こに感謝の意を示す。
















































階（第 1～13 学年）までを 8 レベルに分け，各レベルで習得され
る知識，キー・コンピテンシーの達成目標を具体的に例示。 
4. 学習･指導方法や学習活動の示し方 
(1) 教 育 課 程 の 基 準 に
おける示 し方  
・NZC で具体的な学習方法・学習活動は示されていない。 
・NZC においては「効果的な教授活動の在り方」を明示，「学習環
































(1) 基準等における示し方 ・NZC において学習評価に対する基本的考え方を提示。 
・TKI 内に学習評価に特化したサイトがあり，基礎知識や評価ツ
ール，事例，関連サイト等を提示。 
(2) 資質・能力に関する評価 ・教員による多面的な評価 (OJTs)の啓発を積極的に展開。 
・ICTを活用した多様な評価ツールの開発・提供。 
7. 教育課程の編成や評価・改善 














9. 特記事項 NZC は枠組みでしかないが，各学校に対するアカウンタビリティ
確保に対する要求水準は非常に高い。学校裁量－外部評価－外部
支援が一体化しているからこそ成立する仕組みである。 







・1997年以降，「思考する学校，学ぶ国家(Thinking School, Learning 
Nation: TSLN)」をスローガンに，創造や革新を生みだす国家の形
成をめざす教育改革に取り組んでいる。 
































(1) 教 育 課 程 の 基 準 に


















































































































































2011 年シンガポール X中学校での M教諭(男性)による中学校 1 年生「物質の















教科書 91 ページの五つの分類にはない「木」を取り上げて，課題 3 ：「木
の性質に関する言葉」を提示。 




5)課題 4 についてのグループワークと発表 




















ール アラニ モハメッド レザ(2012) 教員のティーチング・スクリプトに関する研究-中学校理科における「知識の活
用」の国際比較授業分析，中等教育研究部紀要 4, 9-36 で公開されている授業の様子から引用した。
































(1) 教 育 課 程 の 基 準 に

































































































・初等 3 年から中 3 年まで学習する内容と,高校の必修科目の通合科学，
選択教科である物理学，化学，生命科学，地球科学に分けられてある。初













































対象： 中学校3年生  
時期 : 2015年8月27日 
単元名：人の遺伝形質  
生徒数：32名 
活動の形態： グループ間での協働 (peer mentoring) 
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